
高 等 教 育 局 主 要 事 項
－平成２５年度概算要求－

（注）単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。

学生が安心して学べる環境の実現

○大学等奨学金事業の充実と健全性確保 １，３１７億円
（対前年度増減 ＋３１億円）

うち育英事業に必要な経費 １，２９４億円
（対前年度増減 ＋２７億円）

うち重点要求 ８３４億円
復興特別会計 ７５億円

（育英事業費 １兆２，１７８億円）
（対前年度増減 ＋９１４億円）

意欲と能力のある学生等が経済的理由により進学等を断念することなく、予見性を持って
安心して修学できる環境を整備するため、希望者全員に奨学金を貸与できるよう、貸与人員
を拡大するとともに 「所得連動返済型の無利子奨学金制度」の適用範囲の拡大など返還者、
の状況に応じてきめ細かく対応することにより、奨学金事業の一層の充実を図る。

、 、 、また 返還金が次世代への奨学金の原資となることから 引き続き返還金の回収を促進し
奨学金事業の健全性を確保する。

◇貸与人員 133万9千人 → 143万9千人（9万9千人増）
※１（無利子奨学金） 38万3千人 → 41万9千人（3万6千人増）

[被災学生等 1万人を含む]
※２（有利子奨学金） 95万6千人 → 101万9千人（6万3千人増）

※１ 新規増 2万人、前年度までの新規増分の進級に伴う増 1万6千人
※２ 前年度までの貸与分の進級に伴う増等

○国立大学・私立大学の授業料減免等の充実 ４３５億円
（対前年度増減 ＋４９億円）

うち重点要求 ８億円
復興特別会計 ６１億円

「 」 「 」日本再生戦略 に位置付けられた 人材の底上げやニーズに対応した多様な人材の育成
を実現するため、国立大学、私立大学の授業料減免等の充実を図る。

◆国立大学の授業料減免等の充実 ３０９億円
（対前年度増減 ＋４１億円）
〔うち復興特別会計 １１億円〕

意欲と能力ある学生が経済的な理由により学業を断念することがないよう、学部・修士課
程に係る授業料免除率を8.3%から10.0%に引き上げる（博士課程に係る授業料免除率は平成
24年度と同様に12.5%に設定 。あわせて、東日本大震災により被災した学生の修学機会を確）
保するために必要な経費を支援。

免除対象人数：約0.7万人増 平成24年度：約5.0万人 → 平成25年度：約5.7万人
学部・修士：約4.2万人 → 約4.9万人（約0.7万人増）
博士：約0.6万人 → 約0.6万人、被災学生分：約0.2万人

◆私立大学の授業料減免等の充実 １２６億円
（対前年度増減 ＋８億円）
うち重点要求 ８億円

復興特別会計 ５０億円
意欲と能力のある学生が経済的な理由により学業を断念することがないよう、私立の大学

等が実施している授業料減免等への支援を充実するとともに、学内ワークスタディや企業と
の合同スカラーシップへの支援など、学生の経済的負担軽減のための多様な支援策を講じる
大学等に対する支援を充実する。あわせて、東日本大震災により被災した学生を対象とした
授業料減免等を行う大学等を支援。

（減免対象人数：約0.8万人増 平成24年度：約5.4万人→平成25年度：約6.2万人）
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「大学改革実行プラン」を踏まえ社会の変革のエンジン
となる大学づくりの強力な推進等

○国立大学改革の推進 １兆１，５２７億円
（対前年度増減 △７６億円）

うち重点要求 ６３７億円
復興特別会計 ２８億円

国立大学及び大学共同利用機関が我が国の人材養成・学術研究の中核として、安定的・継
続的に教育研究活動を実施できるよう、基盤的経費である運営費交付金等を確保するととも
に 「大学改革実行プラン」の下、各大学の強み・特色を活かした機能の再構築とそれを支、
えるガバナンス改革を支援することで国立大学改革を促進する。

◆国立大学法人運営費交付金 １兆１，２６７億円
（対前年度増減 △１５５億円）

うち重点要求 ３７７億円

復興特別会計 ２８億円
安定的・継続的に教育研究を展開しうるよう、各大学等の財政基盤をしっかりと支えるた

めに必要な大学運営の基本的な経費を確保するとともに、国立大学等の教育研究力の強化に
資する以下の取組について、所要の経費を要求。

（主な内容）
・国立大学の授業料減免等の拡大（学部・修士免除率：8.3％→10.0％などにより免除対象人員を

0.7万人増） ３０９億円（ ２６８億円）
・魅力ある教育研究・人材養成を実現するための共同教育課程を活用した学部・大学院の整備

（岐阜大学応用生物科学部・鳥取大学農学部共同獣医学科ほか）等の支援
・国際的競争と協調による、国内外の多数の研究者が参画する学術の大規模プロジェクトの戦略

的・計画的な推進（大規模学術フロンティア促進事業） ２９７億円（ ２０２億円）
・医療情報のネットワーク化によるバックアップ体制の強化及び後発医薬品の導入促進による国

立大学附属病院の機能・経営基盤強化 ５０億円（ 新 規 ）
・大学教育の質的転換に取り組んでいる大学・学部等に対する重点配分

３０億円（ 新 規 ）
※このほか、国立大学の機能強化に資する各大学等の取組に対する重点配分を実施。

◆国立大学改革促進補助金 １７０億円
（対前年度増減 ＋３２億円）
〔うち重点要求 １７０億円〕

「大学改革実行プラン」の下、大学・学部の枠を超えた連携・再編成など、国立大学改革
を促進させるためには、各大学の強み・特色を活かした機能の再構築とそれを支えるガバナ
ンス改革が求められる。国立大学に対しては、大学・学部の設置目的を明確化し、存在意義
を明らかにするため、今後ミッションの再定義を行う予定としているが、基盤的経費の予算
配分においても、大学の強み・特色を反映させる一環として、以下の事業を創設。
・組織運営システム改革促進事業
・分野別トップレベルの学科・専攻等への重点化促進事業

◆大学教育研究基盤強化促進費 ９０億円
（対前年度増減 ＋４７億円）
〔うち重点要求 ９０億円〕

各大学のニーズを踏まえつつ、基盤的設備・最先端設備の整備費を重点配分。その際、国
立大学改革促進補助金及び国立大学法人施設整備費補助金等を組み合わせて配分。

○国立高等専門学校の教育研究基盤の確保 ５８７億円
（対前年度増減 △４３億円）
〔うち復興特別会計 ０．５億円〕

職業に必要な知識及び技術を有する実践的・創造的な技術者を養成している国立高等専門
学校について、教育活動を支える基盤的な経費を確保。
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○私立大学改革、多様な人材育成への支援など私学の振興
４，９２１億円

（対前年度増減 ＋４０３億円）
うち重点要求 ２５２億円

復興特別会計４４１億円

◆私立大学等経常費補助 ３，３４５億円
（対前年度増減 ＋８２億円）

うち重点要求 １２５億円

復興特別会計 ６５億円

建学の精神や特色を生かした私立大学等の教育研究活動を支援するための基盤的経費を充
、 。実するとともに 被災地にある大学の安定的教育環境の整備や授業料減免等への支援を実施

私立大学等改革総合支援事業(下記の一般補助及び特別補助の内数) １２５億円・

「大学改革実行プラン」に基づき、大学教育の質的転換や、特色を発揮して地域の発展を重層的に

支える大学づくり、産業界や国内外の大学等と連携した教育研究など、私立大学等が組織的・体系的

、 。に取り組む大学改革の基盤充実を図るため 経常費・施設費・設備費を一体として重点的に支援する

・TA等の支援者・社会人学生・外国人教員等に係る支援

・学修環境の充実や教学ガバナンスの改善など、特色ある取組に対する支援

・学内ワークスタディ等への支援の強化、企業との合同スカラーシップへの支援 等

・一般補助 ２，８７５億円

大学等の運営に不可欠な教育研究に係る経常的経費について支援する。

・特別補助 ４７１億円

我が国の成長を支える人材育成の取組や大学等の国際交流の基盤整備への重点的支援、授業料減免

等の充実と、被災地の大学の安定的教育環境の整備を図る。

・大学等の国際交流の基盤整備への支援

・社会人の組織的な受入れへの支援

・授業料減免等の充実や学生の経済的支援体制への支援

・被災学生授業料減免等、被災私立大学等復興特別補助 等

◆私立高等学校等経常費助成費等補助 １，０３０億円
（対前年度増減 ＋２４億円）

うち重点要求 ５１億円

復興特別会計 ２億円

私立高等学校等の教育条件の維持向上や保護者の教育費負担の軽減及び学校経営の健全性
の向上を図り、各学校の特色ある取組を支援するため、都道府県による経常費助成等を補助
する。

・一般補助 ８９２億円

各都道府県による私立高等学校等の基盤的経費への助成を支援する。

・特別補助 １０９億円

各学校の特色ある取組を支援する。

・幼稚園における預かり保育等の拡充

・教育の国際化の推進、教育相談体制の整備、授業料減免事業

・防災教育 等

・特定教育方法支援事業 ２８億円

特別支援教育など特定の教育分野について、その教育の推進に必要な経費を支援する。
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◆私立学校施設・設備の整備の推進 ４７３億円
（対前年度増減 ＋２５５億円）

うち重点要求 ３０億円

復興特別会計３４６億円

《他に、財政融資資金 ３５５億円（対前年度増減 △１９０億円 》）
建学の精神や特色を生かした私立学校の質の高い教育研究活動等の基盤となる施設・設備

等の整備を支援する。また、財政融資資金を活用し、学校法人が行う施設整備等に対する融
資を行う。
特に、東日本大震災の教訓等を踏まえ 「私立学校施設防災機能強化集中支援プラン」に、

よる支援や、長期低利融資制度の拡充を図り、私立学校施設の耐震化の一層の促進を図る。

・私立大学等改革総合支援事業（下記の教育・研究装置等の整備の内数） ３０億円

「大学改革実行プラン」に基づき、大学教育の質的転換や、特色を発揮して地域の発展を重層的に

支える大学づくり、産業界や国内外の大学等と連携した教育研究など、私立大学等が組織的・体系的

、 。に取り組む大学改革の基盤充実を図るため 経常費・施設費・設備費を一体として重点的に支援する

本事業により、大学改革に取り組む私立大学等の取組を、施設・装置の整備を通じ支援する。

・教育・研究装置等の整備 １０６億円

教育及び研究のための装置・設備の高機能化等を支援する。

・耐震化等の促進 ３６０億円

・学校施設の耐震化等防災機能強化を促進するため、校舎等の耐震補強事業のほか非構造部材の耐

震対策や備蓄倉庫、太陽光発電、自家発電設備等の防災機能強化のための整備等を支援する。

・学校施設の耐震化等防災機能強化を促進するため、日本私立学校振興・共済事業団が実施する長

期低利融資の制度の拡充等を図る。

・私立大学病院の機能強化 ７億円

私立大学病院の建替え整備事業に係る借入金に対し利子助成を行い、病院の機能強化を支援する。

◆私立大学等教育研究活性化設備整備事業 ４５億円
（対前年度増減 ＋１４億円）
〔うち重点要求 ４５億円〕

、 、私立大学等が建学の精神と特色を生かした人材育成機能を発揮し 及び大学間連携を進め
もって社会の期待に十分に応える教育研究を強化し、進展させ、私立大学等の教育改革のこ
れまで以上の新たな展開を図るため、基盤となる教育研究設備の整備に対する補助を実施。

・私立大学等教育研究活性化設備整備事業 ４５億円

（私立大学等改革総合支援事業において実施）

私立大学等が組織的・体系的に取り組む大学改革の基盤充実を図るため、私立大学等の改革取組を

設備環境の整備を通じ支援する。

◆私立学校施設の災害復旧 ２８億円
（対前年度増減 ＋２８億円）
〔うち復興特別会計 ２８億円〕

東日本大震災によって被害を受けた私立学校のうち、津波被害地域、警戒区域等にある学
校の施設及び教育活動の復旧に必要な経費を支援する。

・私立学校施設の災害復旧 １９億円

・私立学校の教育活動復旧 ９億円
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○国公私立大学を通じた大学教育改革の支援 ４８０億円
（対前年度増減 ＋８４億円）

うち重点要求 ２３５億円

復興特別会計 １４億円

◆世界的なリーディング大学院の構築等 ３６９億円
（対前年度増減 ＋３７億円）

〔うち重点要求 １９３億円〕

俯瞰力と独創力を備え、広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーを養成するリ

ーディング大学院の構築や世界で活躍できる研究者を輩出する大学院拠点の形成を支援す

る。

53件
・博士課程教育リーディングプログラム １９９億円

( 新規19件)うち

・卓越した研究者養成拠点事業 １４９億円

・グローバルＣＯＥプログラム １６億円 9件

・情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業 ５億円 1件

◆大学教育の充実と質の向上 ５５億円
（対前年度増減 ＋２億円）

各大学の強みを活かしながら、大学を超えた連携を深め、多様かつ質の高い大学教育を提

供する取組や、産業界のニーズに対応した人材を育成する取組など、優れた大学教育改革の

取組を支援することにより、大学教育の充実と質の向上を実現する。

・大学間連携共同教育推進事業 ３０億円 48件

・産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業 ２０億円 9件
等

◆地域再生の核となる大学の形成 ５５億円
（対前年度増減 ＋４５億円）

うち重点要求 ４２億円

復興特別会計 １４億円

大学等が持つ知的資源を集約し、地域が直面している様々な課題を解決する取組のうち、

特に優れたものを支援することにより、大学等の教育研究機能の向上を図るとともに、地域

の再生・活性化に貢献する。

・地（知）の拠点整備事業（大学COC（Center of Community）事業） ４２億円 60件(新規)

・大学等における地域復興のためのセンター的機能整備事業 １４億円 14件

○高度医療人材の養成と大学病院の機能強化 １０２億円
（対前年度増減 ＋２６億円）

〔うち重点要求 ４５億円〕

大学及び大学病院を通じて高度医療を支える人材養成の促進を図るとともに、地域医療の

最後の砦である大学病院の機能を強化する。

・超高齢社会及びメディカル・イノベーションに対応した医療人養成事業

－卒前・卒後を一貫した大学間・地域連携事業の推進－ ４５億円 30件(新規)

・がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン ２１億円 15件

75件
・大学・大学院及び附属病院における人材養成機能強化事業 １５億円

（ 新規３件）うち

・大学病院における医師等の勤務環境の改善のための人員の雇用 ２１億円
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○グローバル人材育成のための大学の国際化と学生の双方向交流の推進
４７５億円

（対前年度増減 ＋３０億円）
〔うち重点要求 ９９億円〕

◆大学教育のグローバル展開力の強化 １１３億円
（対前年度増減 ＋１０億円）
〔うち重点要求 ２１億円〕

国際化の拠点大学の形成及び国際教育連携を通じ、国際的に誇れる大学教育システムを構
築するとともに、質の保証を図りながら、日本人学生の海外留学と外国人学生の戦略的受入

、 、を行う双方向の交流の取組を推進し 豊かな語学力・コミュニケーション能力等を身につけ
国際的に活躍できるグローバル人材を育成するための総合的な体制を整備する。

・グローバル人材育成推進事業 ４５億円 40件

・大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業 ２３億円 13件

・大学の世界展開力強化事業 ４４億円 62件

・海外との戦略的高等教育連携支援【新規】 20件

・高等専門学校のグローバル展開【新規】 1件

・ キャンパス・アジア」中核拠点支援 16件「

・米国大学等との協働教育創成支援 12件

・ＡＳＥＡＮ諸国等との大学間交流形成支援 13件

◆学生の双方向交流の推進 ３６２億円
（対前年度増減 ＋１９億円）
〔うち重点要求 ７８億円〕

グローバル人材育成推進会議審議まとめ 平成24年６月４日 及び 日本再生戦略 平「 （ ）」 「 （
成24年７月31日閣議決定 」において示された「１年間以上の留学経験を有する者を８万人）
規模に増加、海外からの外国人留学生の受け入れも促進」や「日本人学生等30万人の海外交
流、質の高い外国人学生30万人の受入れ」に適切に対応するため、日本人学生の海外交流及
び外国人留学生の受入れを推進し、グローバル人材育成に必要な環境の整備・充実を図る。

・海外での情報提供及び支援の一体的な実施 ５億円

・日本人学生の海外交流の推進 ５４億円

日本人学生の海外派遣と留学生短期受入れを一体とした交流事業

・長期派遣分（１年以上） 200人 → 300人 (＋100人)

・短期派遣分（１年以内） 8,580人 → 10,000人(＋1,420人)

・留学生の受入れ環境の充実 ３０３億円

国費外国人留学生制度 11,006人

文部科学省外国人留学生学習奨励費 10,100人

日本人学生の海外派遣と留学生短期受入れを一体とした交流事業

・短期受入れ分（１年以内） 5,000人

高等教育局合計 １兆９，４５０億円
（対前年度増減 ＋４２５億円）

うち重点要求 ２，１０１億円

復興特別会計 ５１８億円

（注１）合計には、日本私立学校振興･共済事業団補助（基礎年金等）を除く。

（注２）合計には、他局が計上する私学助成予算を除く。
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